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概要

 1961年に設立

 都内に本部を置く13の労働組合が加盟

 約13万人の労働者(職人)、一人親方、零細事業主等が加入

 都内全域と近隣県に約50か所の組合支部事務所が設置

 東京都連が加盟する全国建設労働組合総連合(全建総連)は日
本の建設産業における最大の労働組合で、かつ日本の労働組
合では4番目に多い組織（約62万人が加入）



目的・役割

 都庁・都議会・各公共団体・業界への働きかけ

 技能労働者に向けた賃金調査

 地域活動、我々の取り組みの普及活動

 Ex)

 年2回の都庁要請行動

 大手企業交渉

 各地域での公契約条例審議会への参加

 法改正などの情勢に即した組合員向け講習会の企画、運営

 地域に根差した住宅デーの開催

 技能向上機運の醸成を目的とした技能競技大会の開催



木材利用促進
協定の締結

 東京都と建築物木材利用促進協定を締結

 協定締結日 令和5年3月10日

 有効期間：協定締結日から令和10年3月9日まで

 対象区域：東京都内

 目的：大工技能者等の育成や、住宅等における多摩産材等の
利用を促進し「カーボンハーフ」の実現と、「ゼロエミッ
ション東京」の実現に貢献する



住宅デー

 昭和53年からおこなっている無料住宅相談をはじめとする地
域貢献活動

 開催時期 4月1日～11月30日

 会 場 都内各地域

 後 援 国土交通省・林野庁・東京都

  東京都社会福祉協議会、住宅保証機構㈱

  住宅金融支援機構・

  (一社)東京都信用金庫協会

 (一社)東京都木材団体連合会

  中央労働金庫東京都本部

  全労災東京推進本部





木と暮らしの
ふれあい展

 今年は10月5,6日に開催

 木工教室（木工キット、自由工作）

 大工道具の展示

 かざぐるま製作体験

 端材配布

 省エネチラシの配布とパネルの展示





応急修理協定
の締結

東京都主催 応急修理図上訓練

2019年10月17日協定締結



全国木造
建設事業協会
(全木協)

 2011年9月1日(木)設立

 会員約3000社の日本最大級工務店組織JBNと組合員約62万人
の業界最大建設労働組合による団体



応急木造
仮設住宅
建設の
取り組み

 労働者供給事業により、東日本大震災以降に発生した全国の
災害において、東京都連をはじめとした全国の組合が労働者
を供給

 直近に発災した石川県能登半島地震においても供給実績あり

 現在は能登半島地震後の豪雨災害を受けて、応急木造仮設住
宅建設が開始



建設
戸数

仮設
団地数

団地当り
平均戸数

主幹事工務店
JBN対応
工務店数

就労者数
延べ
人工数

協力
組合数

工事
期間

山形豪雨
（2024年7月）

36戸 2団地
18戸

(最大28戸)
ゆとり・祥建設 2社 81人 970 4 約1ヶ月

能登半島地震
（2024年1月）

623戸 9団地
69戸

(最大198戸)

エバーフィールド
タカノホーム
ひまわりホーム

19社 809人 21746 41 約8ヶ月

熊本豪雨
（2020年7月）

612戸 18団地
34戸

(最大113戸)
エバーフィールド 18社 492人 約16000 31 約5ヶ月

長野県(台風19号)
（2019年10月）

55戸 2団地
27戸

(最大32戸)
小林創建 3社 210人 1503 17 約1ヶ月

西日本豪雨
（2018年7月）

250戸

7団地
（愛媛4）
（岡山2）
（広島1）

36戸
(最大74戸)

新日本建設（愛媛）
綾野工務店（岡山）
橋本建設（広島）

18社
（愛媛11)
（岡山3）
（広島4）

399人 3863 25 約2ヶ月

熊本地震
（2016年4月）

563戸 29団地
19戸

(最大68戸)
エバーフィールド 19社 448人 14467 30 約6ヶ月

東日本大震災
（2011年3月）

584戸 8団地
73戸

(最大202戸)
エコ・ビレッジ 5社 403人 7924 23 約10ヶ月

東日本大震災以降の木造仮設住宅建設と労働者供給の実績



東日本大震災からはじまった！ 熊本豪雨（ベタ基礎・瓦屋根に）

能登半島地震 （2階建て集合住宅も） 山形豪雨（屋根付スロープ・豪雪仕様）



職業安定法第45条に基づき、労働組合が厚生労働大臣の許可を受けた
場合に行える事業

労働組合 供給先

労働者

労働協約

組合員 雇用契約
指揮命令

認められている労働者供給事業

派遣元 派遣先

労働者

派遣契約

雇用契約

労働者派遣事業（建設業は禁止）

指揮命令

【労働者供給事業のスキーム】
労働組合は、供給先と労働者として供給する組合員の労働条件について労働協約を締結し、
組合員は、労働組合が供給先と締結した労働協約に基づく労働条件で供給先と雇用関係を結ぶ。

14

労働者供給事業について労働者供給事業について



全建総連
リフォーム
協会
(全リ協)

 全建総連が設置している全リ協の東京支部（全リ協東京）を
運営

 全リ協は国土交通大臣所管の住宅リフォーム事業者団体登録
制度に登録

 リフォーム事業者登録団体である全リ協・RECACO・住推協の
3団体共催で加盟組合員の実例を募ったコンテストであるリ
フォームコンテストを開催



断熱実技
研修会の
運営

 建築物省エネ法の改正を受け、全木協として2022年度から全
国各地域にて実施

 東京都連は全木協東京として東京会場を運営



各種講習会 石綿事前調査講習会 改正建築物省エネ法学習会

多摩産材見学会 能登就労者経験報告



ご清聴いただきまして
ありがとうございました
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